
第 4期海域管理計画素案（案）における第 3期計画からの変更一覧 

第３期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画 第４期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画素案（案） 内容 

１ はじめに 

（１）計画策定の背景 

 

１ はじめに 

（１）計画策定の背景 

・ 2021 年度（令和 3 年度）には、第 1 期知床世界自然遺産地域長期モニタリング計

画（以下「長期モニタリング計画」という。）の計画期間満了に伴い、計画期間 10 年間

で得たデータをもとにモニタリング項目ごとの評価を行うとともに、課題の整理及び今

後の方針をとりまとめ、2022 年 4 月から 2032 年 3 月を計画期間とする第 2 期長期モニ

タリング計画を策定した。 

・ 第 3 期計画に基づく保護管理措置等を進めるとともに、第 1 期長期モニタリング計

画の評価結果及び第 2 期長期モニタリング計画等を踏まえた見直しを行い、2023 年（令

和 5 年）に第 4 期計画を策定した。 

 

 

長期モニタリング計画について、第 1 期の計画期間

が満了し、第 2 期計画が策定されたことを説明する

とともに、第 1 期の評価及び第 2 期の内容を踏まえ

て海域管理計画の見直しを行う旨の記載を追加しま

した。 

 （３）計画期間 

・ 本計画の期間は、2023 年（令和 5 年）4 月 1 日から 2028 年（令和 10 年）3 月 31 日

までの５年間とする。なお、状況に応じて知床の海洋生態系の変化、保護管理措置等に関

する結果などを踏まえ、見直しを行う。 

・ その後も、概ね５年ごとに見直しを行い、必要に応じ所要の変更を行う。 

道の他計画の一般的な掲載順にならい、第 3 期計画

５（２）から掲載位置を変更しました。 

計画の始期及び終期を明記しました。 

（３）管理対象地域 （４）管理対象地域 （３）の追加に伴う番号の修正 

２ 前期計画の総括 ２ 前期計画期間までの総括 この項目の内容には前期計画以前の内容も含まれる

ことから、「前期計画期間までの」と修正しました。 

（１）知床周辺海域の現状 

・ 海氷や水温などは年変動が認められるが、沿岸域の貝類相やスケトウダラの資源状態

には大きな変動は生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ サケ類の漁獲量は 2010 年以降減少傾向にあり、海洋環境の変動が影響しているもの

と考えられる。 

 

 

 

 

（１）知床周辺海域の現状 

オホーツク海の海氷面積は、長期的に見ると減少傾向にある。ただし、2012 年以降はほ

ぼ横ばいである。 

・ 斜里町ウトロ沖及び羅臼町沖の海洋観測ブイによる 9 年間の水温観測（夏季中心）か

ら、ウトロは羅臼よりも水温が常に高く、早期に上昇する傾向があり、顕著な地域差が認

められた。ウトロは宗谷暖流水の影響を羅臼よりも強く受け、これが原因で水温差が現れ

ているものと推定される。 

・ 浅海域の生物相及び生息状況は、遺産登録時と比べて顕著な変化はない。ただし、甲

殻類では外来種キタアメリカフジツボの定着が確認されている。 

・ 海鳥については、希少種ケイマフリは保全されているが、ウミネコ、オオセグロカモ

メ及びウミウは急速に減少しており、遺産登録時から状況が悪化している。 

・ オオワシ、オジロワシについては、遺産登録時の生息状況が維持されている。 

・ シマフクロウについては、つがい数はやや増加傾向で、いずれの生息地も継続的に維

持されており、生息は安定している。（ただし、すべて人工巣箱を利用） 

・ サケ（シロザケ）の漁獲量は 2014 年に急激に減少し、その後も増加傾向が見られな

い。カラフトマスの漁獲量は低位水準であり、特に奇数年での減少度合いが大きくなって

いる。 

・ スケトウダラの年間漁獲量は、根室海峡側の羅臼町では 1989 年漁期（4 月～翌 3 月）

の 11.1 万トンをピークに減少傾向が続き、2018～2020 年漁期は 5 千トンを下回った。

オホーツク海側のオホーツク振興局管内（斜里町を含む）では 1986 年漁期に急減し、1990

第 1 期長期モニタリング計画の総括評価を参考とし

た時点更新を行いました。 

 No.① 航空機、人工衛星等による海氷分布状況観

測 

 No.２ 海洋観測ブイによる水温の定点観測 

No.４ 海域の生物相、及び、生息状況（浅海域定

期調査） 

 No.５ 浅海域における貝類定量調査 

 No.６ ケイマフリ・ウミネコ・オオセグロカモメ・

ウミウの生息数、営巣地分布と営巣数調査 

 No.22 海ワシ類の越冬個体数の調査 

 No.⑧ オジロワシ営巣地における繁殖の成否、及

び、巣立ち幼鳥数のモニタリング 

 No.23 シマフクロウのつがい数、標識幼鳥数、死

亡・傷病個体と原因調査 

 No.③ 「北海道水産現勢」からの漁獲量変動の把

握 

 No.④ スケトウダラの資源状態の把握と評価 

 No.⑤ スケトウダラ産卵量調査 

 No.⑩ 海水中の石油、カドミウム、水銀などの分  

資料２－３ 
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年漁期以降は増減を繰り返しながら 0.6～4.2 万トンで推移したが、2020 年漁期は 1990

年漁期以降で最高の 4.3 万トンとなった。 

・ スルメイカの漁獲量は、日本海周辺海域の海水温が高い温暖レジーム期に増加し、寒

冷レジーム期に減少することが判っている。羅臼沿岸での漁獲が中心であるが、東シナ海

の局所的寒冷化の影響を受けて産卵場の縮小に伴う資源量の減少が生じている。 

・ 表面海水中の水銀と油分は 2002 年頃まで濃度が不安定で高い値を示すこともあった

が、その後は低い濃度で安定している。 

    析 

 

 

 

 

 

・ 地域産業としては羅臼側では漁業関連産業が、斜里側では観光関連産業の割合が相対

的に高い傾向にある。漁業については、他地域よりも高い就業者数を維持している。観光

業については、多種多様なレクリエーション利用（特に外国人宿泊者数や釣りによる渡船

利用など）が増加した。 

 

・ 地域産業としては羅臼側では漁業関連産業が、斜里側では観光関連産業の割合が相対

的に高い傾向にある。漁業については、他地域よりも高い就業者数を維持している。観光

業については、2019 年度までは年間 160 万人以上の観光入込客数を維持していたが、

2020 年以降、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行と、これに伴う入国制限、移動

の自粛等の影響から大きく減少しており、特に外国人宿泊者数の減少が著しい。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響等による観光客の

減少を受けて内容を修正しました。 

観光客入込客数      外国人宿泊者数 

 2018 年 165.2 万人    2018 年 53,052 人 

 2019 年 171.1 万人    2019 年 49,216 人 

 2020 年  91.2 万人    2020 年   366 人 

（２）計画のあり方と今後の方向性 

・ 第１期及び第２期計画の目的を堅持しながら、順応的管理（注３）を行うため、海洋

生態系を特徴付ける生物を指標種として位置付け、海洋生態系の保全を図るとともに漁

業、海洋レクリエーションとの両立を図る。 

（２）計画のあり方と今後の方向性 

・ 前期計画までの目的を堅持しながら、順応的管理（注３）を行うため、海洋生態系を

特徴付ける生物を指標種として位置付け、海洋生態系の保全を図るとともに漁業、海洋レ

クリエーションとの両立を図る。 

文言修正 

・ 第１期及び第２期で実施された管理措置等の内容とその効果を、第３期中に科学的に

評価するとともに、その結果に基づいて、管理措置等の順応的な修正を検討する。 

・ 本計画に基づき実施する管理措置等の内容とその効果を、科学的に評価するととも

に、その結果に基づいて、管理措置等の順応的な修正を検討する。 

現在は評価調書の策定を毎年行っていることから、

内容を修正しました。 

（３）モニタリングについて 

 

（３）モニタリングについて 

・ 知床沿岸の海洋環境と水塊構造を把握するため、塩分濃度のモニタリングをおこなう

ことを検討する。 

第 1 期長期モニタリング計画の総括評価を参考とし

て追加しました。 

 No.２ 海洋観測ブイによる水温の定点観測 

・ これらに加え、知床沖の海洋の水温・溶存酸素濃度の鉛直プロファイルのモニタリン

グ、並びに衛星を利用した知床周辺海域のクロロフィル a 濃度のモニタリングを行うこ

とを検討する。 

【削除】 第 2 期長期モニタリング計画において、クロロフィ

ルα、アイスアルジーの生物学的調査はモニタリン

グ項目から除外したことを受けて削除しました。 

 ・ アザラシ類のモニタリング調査は、流氷などの環境条件等により実施できないことが

多いことから、調査時期や場所・方法を検討する。 

 

第 1 期長期モニタリング計画の総括評価を参考とし

て修正しました。 

 No.３ アザラシの生息状況の調査 

３ 保護管理等の基本的な考え方 

（３）各種構成要素の保護管理等の考え方 

ウ 魚介類 

［構成要素の現状］ 

・ 知床周辺海域に出現する魚類は 26 目 74 科 223 種に及び、遺産地域内海域では、150

種が確認されている。 

３ 保護管理等の基本的な考え方 

（３）各種構成要素の保護管理等の考え方 

ウ 魚介類 

［構成要素の現状］ 

・ 知床周辺海域では 27 目 75 科 247 種の魚類が確認されている。 

 

別紙「動物の種数について」のとおり 

［指標種選定］ 

・ 漁業により利用されている主な生物種は、サケ類、スケトウダラ、マダラ、ホッケ、

スルメイカなどであり、斜里側ではサケ類、羅臼側ではサケ類、スケトウダラ、スルメイ

カの漁獲量と水揚げ金額が圧倒的に多い。 

［指標種選定］ 

・ 漁業により利用されている主な生物種は、サケ類、スケトウダラ、マダラ、ホッケ、

スルメイカなどであり、斜里側ではサケ類、羅臼側ではサケ類、スケトウダラの漁獲量と

水揚げ金額が圧倒的に多い。 

近年、スルメイカの漁獲は減少していることから「ス

ルメイカ」を削除しました。 

 

・ よって、遺産地域の海洋生態系の最重要種であり、漁獲量も多く、海と陸の生態系を

つなぐ特徴的な種でもあるサケ類、スケトウダラ及びスルメイカを指標種として位置付

・ 近年はスルメイカの漁獲が減少する一方、南方系魚種であるブリの漁獲が増加してお

り、気候変動の影響が考えられる。 

気候変動の影響（スルメイカの減少、南方系魚種の

増加）に関する記載を追加しました。 
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ける。 ・ よって、遺産地域の海洋生態系の最重要種であり、漁獲量も多く、海と陸の生態系を

つなぐ特徴的な種でもあるサケ類及びスケトウダラ、気候変動の影響を示す可能性があ

り、近年漁獲が変動しているスルメイカ及びブリを指標種として位置付ける。 

気候変動の影響を示す可能性がある種としてスルメ

イカ及びブリを指標種として位置付ける旨の記載を

追加しました。 

エ 海棲哺乳類 

［構成要素の現状］ 

・ 知床周辺海域では２目９科 22 属 28 種の海棲哺乳類が確認されており、主な海棲哺

乳類としてはクジラ、イルカなどの鯨類、トド、アザラシなどの鰭脚類などが挙げられる。 

エ 海棲哺乳類 

［構成要素の現状］ 

・ 知床周辺海域では２目 11 科 34 種の海棲哺乳類が確認されており、主な海棲哺乳類

としてはクジラ、イルカなどの鯨類、トド、アザラシなどの鰭脚類などが挙げられる。 

別紙「動物の種数について」のとおり 

・ 海氷上のアザラシなど他の海棲哺乳類を捕食する海洋生態系のピラミッドの頂点に

立つシャチも、採餌場所として本海域を利用しており、特に春季に多くの目撃が報告さ

れ、観光資源としても注目を集めている。 

・ 海氷上のアザラシなど他の海棲哺乳類を捕食する海洋生態系のピラミッドの頂点に

立つ哺乳類食性のシャチ（注６）も、採餌場所として本海域を利用しており、魚類食性シ

ャチとともに特に春季に多くの目撃が報告され、観光資源としても注目を集めている。 

（注６）のとおりシャチには生態系のピラミッドの

頂点に立つタイプと魚類食性のタイプがあることを

受けて修正しました。 

 （注６） 

・シャチ（Orcinus Orca）は鯨偶蹄目ハクジラ亜目マイルカ科に属する種で、現在は 1 種

のみに分類されていますが、食性等の文化や遺伝的な違いからいくつかの生態型（エコタ

イプ）に分けることができます。 

・北東太平洋では以下の 3 つの生態型が知られています。 

哺乳類食性（トランジェント）：海棲哺乳類全般を主食とし、中型で沿岸から外洋に出

現 

魚類食性（レジデント）：サケ類を主食とし中型で沿岸性 

魚類食性（オフショア）：サメ類を主食とし、小型で主に外洋に生息。遺伝的にはレジ

デントに近い 

・北西太平洋の極東ロシアでは、哺乳類食性と魚類食性（レジデント）の 2 タイプが見ら

れており、知床海域でも哺乳類食性と魚類食性（レジデントかオフショアかは未解明）の

両方のタイプが５～６月頃をピークに来遊しています。 

シャチの生態型に関する説明を追加しました。 

（アザラシ類） 

［現状］ 

・ アザラシ類は、2003 年以鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（以

下「鳥獣保護管理法」という。）の対象種として扱われ、捕獲には許可が必要である。 

（アザラシ類） 

［現状］ 

・ アザラシ類は、2003 年以降、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

（以下「鳥獣保護管理法」という。）の対象種として扱われ、捕獲には許可が必要である。 

脱字を修正しました。 

 

（鯨類） 

［現状］ 

・ 国際捕鯨委員会（IWC）による 1982 年の商業捕鯨モラトリアム採択により、基本的

に大型鯨類を対象とする全ての商業捕鯨が禁止、小型鯨類については、水産庁の管理の下

に漁業が継続されており、その対象資源を持続可能に維持するために管理されている。 

（鯨類） 

［現状］ 

・ 日本は、国際捕鯨委員会（IWC）による 1982 年の商業捕鯨モラトリアム採択により、

大型鯨類を対象とする商業捕鯨を中断することとなった。IWC 管理対象種外の小型鯨類

については、水産庁の管理の下に捕鯨を行ってきたが、2019 年 6 月 30 日をもって IWC

から脱退し、領海及び排他的経済水域において、大型鯨類のうち十分な資源量が確認され

ているミンククジラなど３種を対象に商業捕鯨を再開している。 

2019 年に日本が際捕鯨委員会（IWC）を脱退したこ

とに伴い内容を修正しました。 

オ 鳥類 

（海鳥類） 

［現状］ 

・ 近年、知床周辺海域での観光船等のレクリエーション利用による営巣地への過度な接

近や餌付け等が海鳥類の生息を脅かしている可能性がある。 

・ ケイマフリは環境省版レッドリストに絶滅危惧Ⅱ類（VU）として掲載されている。 

オ 鳥類 

（海鳥類） 

［現状］ 

・ ケイマフリは環境省版レッドリストに絶滅危惧Ⅱ類（VU）として掲載されている。 

営巣地への過度な接近を避けるなど観光船の協力もあり、近年は個体数が維持されてい

る。一方で、ウミウ及びオオセグロカモメの営巣数が遺産登録時に比べて著しく減少して

第 1 期長期モニタリング計画の総括評価を参考とし

て修正しました。 

 総合評価 

 No.６ ケイマフリ・ウミネコ・オオセグロカモメ・

ウミウの生息数、営巣地分布と営巣数調査 
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いる。 

・ オオセグロカモメについては、近年、羅臼市街地の家屋の屋根など人工物上での営巣

が急増して、繁殖形態に大きな変化が生じており、そのことによる住民生活への弊害が生

じている。 

・ オオセグロカモメについては、近年、市街地の家屋の屋根など人工物上での営巣が急

増して、繁殖形態に大きな変化が生じており、そのことによる住民生活への弊害が生じて

いる。 

斜里町においても市街地での営巣が確認されている

ため、「羅臼」を削除しました。 

［指標種選定］ 

・ ケイマフリは、こうしたレクリエーション利用等による影響が特に大きく、また、国

内では北海道から東北にいたる沿岸部で局所的に繁殖しているが、その繁殖個体数は減

少傾向にあり、慎重にモニタリングを行う必要があることから指標種として位置付ける。 

［指標種選定］ 

・ ケイマフリは、国内では北海道から東北にいたる沿岸部で局所的に繁殖しているが、

レクリエーション利用等による影響が特に大きく、慎重にモニタリングを行う必要があ

ることから指標種として位置付ける。 

ケイマフリの生息数は近年、知床においては横ばい

又は微増であることを受けて内容を修正しました。 

 

（海ワシ類） 

［現状］ 

・ また、知床半島では、毎年 20 つがい以上のオジロワシが繁殖しており、本種の国内

最重要の繁殖地である。また、冬季には渡りのものも含めて最大 600 羽が確認されてい

る重要な越冬地でもある。 

（海ワシ類） 

［現状］ 

・ 知床半島はオジロワシの国内最重要の繁殖地であり、冬季には渡りのものも含めて最

大 688 羽（2015 年 2 月）が確認されている重要な越冬地でもある。推定つがい数は増加

傾向にあり、毎年 15 つがい前後のオジロワシが繁殖している。 

オジロワシの近年のモニタリングの内容を受けて内

容を修正しました。 

2004 年の推定つがい数 21 

2020 年の推定つがい数 41 

直近 10 年の繁殖確認つがい数(失敗含む)は 10～17 

直近 10 年の飛来数（斜里＋羅臼）は H24 年 2 月に

635 羽、H27 年 2 月に 688 羽 

４ 保護管理措置等 

（１）海洋環境と低次生産 

・ 海洋生態系を支えている海洋環境と動・植物プランクトンなどの低次生産について

は、人工衛星や海中に設置した観測ブイ及び調査船による観測、ネット採集などにより、

物理・化学・生物環境について海洋調査を行う。 

・ 特に低次生産は、地球規模での気候変化に連動する海洋環境の変化に直接影響を受け

ていることから、オホーツク海の海氷の動向、東カラフト海流と宗谷暖流の季節・経年変

化、オホーツク海中冷水の挙動などについてモニタリングを行う。 

 

 

４ 保護管理措置等 

（１）海洋環境と低次生産 

・ 海洋生態系を支えている海洋環境は、人工衛星や海中に設置した観測ブイ及び調査船

による観測などにより海洋調査を行う。 

 

・ 特に動・植物プランクトンなどの低次生産は、地球規模での気候変化に連動する海洋

環境の変化に直接影響を受けていることから、オホーツク海の海氷の動向、東カラフト海

流と宗谷暖流の季節・経年変化、オホーツク海中冷水の挙動などについてモニタリングを

行う。 

 

第 2 期長期モニタリング計画において、クロロフィ

ルα、アイスアルジーの生物学的調査はモニタリン

グ項目から除外したことを受けて内容を修正しまし

た。 

 

・ これらの調査により、知床周辺海域の海洋生態系の動・植物プランクトンの生産力の

推移を求め、魚類など、より高次な生態系構成種を支える餌資源としての動態や、生態系

の生物多様性への影響などを明らかにする。 

 第 2 期長期モニタリング計画において、クロロフィ

ルα、アイスアルジーの生物学的調査はモニタリン

グ項目から除外したことを受けて削除しました。 

（３）指標種 

ア サケ類 

・ サケ類の自然再生産個体群が維持されることを確認するために、それらの回遊・遡

上・産卵に関するモニタリングと集中的な調査を定期的に行う。 

（３）指標種 

ア サケ類 

・ サケ類の自然再生産個体群が維持されることを確認するために、それらの回遊・遡

上・産卵・降下に関するモニタリングと集中的な調査を定期的に行う。 

第 2 期長期モニタリング計画において、サケ類の降

下数調査を追加したことを受けて内容を修正しまし

た。 

 

 エ ブリ 

・ 

指標種としてブリを追加することから、ブリに関す

る記述を追加します。（内容については調整中） 

以降、「エ」の追加により、以降のカタカナを順次繰

り下げます。 

エ トド 

・ 根室海峡に来遊するトドに関しては、現在陸上からの目視調査が実施されているが、

近年ウォッチング船の稼働やトドによる漁業被害軽減の為の追払いの増加により観察数

が影響を受ける状況にある。このため、目視によるトドの来遊状況は近年漸減したが、現

オ トド 

・ 根室海峡に来遊するトドに関しては、現在陸上からの目視調査が実施されているが、

近年観光遊覧船の稼働やトドによる漁業被害軽減の為の追払いの増加により観察数が影

響を受ける状況にある。このため、目視によるトドの来遊状況は近年漸減したが、現行枠

計画内で語句の統一するため、「ウォッチング船」を

「観光遊覧船」としました。 

 



第３期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画 第４期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画素案（案） 内容 

行枠の採捕実施によるものか不明である。 の採捕実施によるものか不明である。 

カ シャチ 

・ 海洋の重要な観光資源として、また、海洋生態系の最高位捕食者として、観光遊覧船

からの個体数の観察により生態把握に努める。 

キ シャチ 

・ 海洋の重要な観光資源として、また、海洋生態系の最高位捕食者として、観光遊覧船

からの個体識別などにより生態把握に努める。 

三谷委員の意見により修正しました。 

５ 管理体制と運用 

（１）計画の推進管理 

・ 各種措置の結果など計画の推進状況については、知床世界自然遺産地域科学委員会及

び知床世界自然遺産地域連絡会議への報告や環境省のウェブサイト、世界遺産センター

や羅臼ビジターセンター、その他住民講座等を通じて情報の公開と共有化を図る。 

・ 本計画の適切な推進のため必要に応じ知床世界自然遺産地域科学委員会から助言を

得るものとする。 

５ 管理体制と運用 

（１）計画の推進管理 

・ 本計画の適切な推進のため、各種措置の結果など計画の推進状況については、知床世

界自然遺産地域科学委員会に報告の上、必要に応じ助言を得るものとする。 

 

情報公開及び共有については、（２）に記載しました。 

 

（２）計画期間 

・ 本計画の期間は 2022 年（平成 34 年度）までの５年間とする。なお、状況に応じて

知床の海洋生態系の変化、保護管理措置等に関する結果などを踏まえ、見直しを行う。 

・ その後も、概ね５年ごとに見直しを行い、必要に応じ所要の変更を行う。 

 道の他計画の一般的な掲載順にならい、第 4 期計画 

１（３）に掲載位置を変更しました。 

 

 （２）年次報告書の作成 

・ 各種措置の結果など計画の推進状況については、知床世界自然遺産地域連絡会議への

報告や環境省のウェブサイト、世界遺産センターや羅臼ビジターセンター、その他住民講

座等を通じて情報の公開と共有化を図ることとし、モニタリング結果及び知床世界自然

遺産地域科学委員会海域ワーキンググループにおいて実施した評価結果を毎年度年次報

告書としてとりまとめ、遺産地域の適切な管理に活かしていく。  

年次報告書の作成を明記しました。 

評価結果は定期報告書として毎年作成しており、地

域連絡会議への報告や知床データセンターでの公開

等を行っています。 

 

 

 

その他 

第３期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画 第４期知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画素案（案） 内容 

【海洋レクリエーションに関する項目】 

３ 保護管理等の基本的な考え方 

（４）地域社会 

［現状］ 

［課題］ 

［対応方針］ 

 

４ 保護管理措置等 

（４）地域社会 

イ 海洋レクリエーション 

 

 

4 月 23 日発生の知床遊覧船事故を受け、安全確保に

係る内容を中心に記載を追加する予定です。 

現在、国土交通省が設置する「知床遊覧船事故対策

検討委員会」で、船舶における安全対策の総合的な

検討が行われており、7 月に中間とりまとめ、年内に

最終とりまとめが予定されていることから、この内

容を参考に文章を作成します。 

 


